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評価調査結果要約表（終了時評価） 
 

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア独立国 案件名：小規模稲作振興計画プロジェクト 

分野：農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：4 億 5,000 万円 

協力

期間

（R/D）: 2003 年 12 月 1 日～ 
2008 年 11 月 30 日 

先方関係機関：農業畜産省食糧安全局 
（英名）National Department of Agriculture and Livestock, 
Food Security Branch（NDAL/FSB） 

 日本側協力機関：国内委員会 

 他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 
パプアニューギニア独立国（以下、「パプアニューギニア」と記す）では、都市部のみならず

農村部においてもコメを主食として摂取する食習慣が定着しつつある。しかしながら、消費のほ

とんどをオーストラリアやタイからの輸入米に依存しており、輸入量は年間約 20 万 t に達する

と推計されている。 
このような状況下、パプアニューギニア政府は食糧安全保障の観点から稲作振興を優先課題と

位置づけ、農家による小規模自給稲作のためのプログラムを策定し、農業畜産省（NDAL）食糧

安全保障局（FSB）を中心に全国 17 州で事業を展開中である。 
独立行政法人国際協力機構（JICA）は、これまで専門家派遣、青年海外協力隊（JOCV）派遣、

機材供与等を通じて、パプアニューギニアの小規模稲作振興に対する協力を実施してきた。2002
年度には在外開発調査を実施し、マスタープラン「小規模稲作振興計画」を策定した。これを基

に、小規模農家への稲作技術の普及と定着が課題となっていることから、パプアニューギニア政

府より小規模農家をターゲットとした稲作技術の普及と稲作技術サービス体制の強化を目的と

する技術協力プロジェクトの要請が提出された。 
かかる要請に対し、事前評価調査を実施した結果、農家を主体とした稲作技術の普及と行政に

よる農家支援システムの構築を成果とするプロジェクトの枠組みが形成され、2003 年 11 月に締

結された討議議事録（R/D）に基づき、2003 年 12 月 1 日より 5 年間のプロジェクトが開始され

た。2006 年 7 月には中間レビューを実施し、評価５項目の観点からプロジェクトの評価を行う

とともに、その後のプロジェクト実施に関して提言を行った。 
今般、本調査を通じて、中間レビューの提言に対する対応経過に加え、プロジェクト活動の実

績、成果について評価を行う。また、パプアニューギニア政府に対し今後の事業実施に関する提

言を行い、今後の類似プロジェクト実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、稲作を継続的に実施する農家を増やすことを目的として、モデル農家アプ

ローチを導入した。これは、対象コミュニティより選出された農家に対し陸稲栽培研修を行い、

その研修を受けた農家が研修終了後に地元に帰って周辺農家に稲作の普及を行うという「モデル

農家による農民から農民への普及（＝モデル農家アプローチ）」を基本とし、モデル農家による

普及活動が持続的に行われるよう行政による支援策を制度化するものである。 
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（１）上位目標 
対象州における食糧安全保障状況が改善される。 

 
（２）プロジェクト目標 

モデル農家アプローチ（農民間普及活動）に対する支援システムが開発・適用されること

によって、小規模農家による持続的自給稲作が実践されるようになる。 
 
（３）成果 

１）モデル農家が自給用稲作技術を取得し、他の農家に普及する。 
２）モデル農家普及活動支援システムと経済性に基づいた精米サービス及び種子配布サー 

ビス等の行政サービスが開発及び実施される。 
３）国家計画モニタリング省との連携により農業畜産省の政策実施及び普及機能が強化さ 

れる。 
 

（４）投入（評価時点） 
日本側：総投入額 4 億 5,000 万円 

専門家派遣：長期 4 名 （148.0 MM）、短期 12 名（32.1 MM） 
供与機材：約 1,700 万円（42 万 4,535 キナ） 
ローカルコスト負担（在外事業強化費）：約 1 億 2,300 万円（307 万 9,975.83 キナ） 
研修員受入（本邦）：23 名 
第三国研修（インドネシア）（視察）：40 名 

相手国側： 
カウンターパート（C/P）配置：39 名 
土地・施設提供：日本人専門家執務室ほか 
ローカルコスト負担：5,000 万円（134 万 8,627.17 キナ） 
 

２. 評価調査団の概要 

調査者 日本側 
友部 秀器 総  括 JICA 農村開発部水田地帯 G 長 
田中 宏幸 計画管理 JICA 農村開発部水田地帯 G 水田地帯第三課 
阿久津 隆男 評価分析 海外貨物検査株式会社 主席コンサルタント 

 

調査期間 2008 年 5 月 24 日～6 月 12 日 評価種類：終了時評価 

３.評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
＜成果１＞「モデル農家を通じた農家から農家への普及活動」 

本成果の指標は達成されている。 
本プロジェクトでは、小規模農家に対して、自給用稲作を普及させるための基本技術を「稲作

サイクル」として整理した。研修教材については、中間レビュー時点では、作成中を含め 6 種の

研修教材とテキスト等が作成（うち 3 種は完成・配布）されているが、終了時評価調査時点では

13 種類の各種教材とガイドライン及び研修マニュアルの整備が確認された。また、広報資料に

ついては、中間レビュー時では、計画されていた 4 点のうち 3 点（プロジェクト紹介ビデオ、プ

ロジェクト紹介冊子及び稲作ポスター）が作成済みで、本調査時には残る 1 点（プロジェクト 
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成果紹介ビデオ）が作成中であった。 
本プロジェクト開始以前からモデル農家（MF）の育成がなされてきており、2008 年 5 月まで

に、69 人（東セピック州マプリック郡 32 人、マダン州スンカール郡 12 人、マダン州マダン郡

25 人が MF としての研修を受け、周辺の農家に稲作を広めており、MF によって指導を受けて稲

作を開始した小規模農家数は、マプリック郡 780 人、スンカール郡 255 人、マダン郡 451 人に達

しており、東セピック州及びマダン州では自前で MF を養成できる体制が構築された。さらに、

MF 研修（ブラッシュアップ研修）のマニュアルも両州で作成された。  
なお、中間レビューを踏まえ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の本成果に

関する新指標は、第 5 回合同調整委員会（JCC）（2006 年 12 月開催）において合意された。 
 

＜成果２＞「モデル農家アプローチに係る地方政府による支援」 
本成果の指標は達成されている。 
2007 年に MF の支援予算として、マダン州全体で約 4,000 キナ、東セピック州全体で約 5,400

キナが確保され、行政と MF が一体となって小規模稲作の振興を進めている。2006 年 7 月まで

に、マダン州においては「モデル農家支援システムガイドライン」の策定・運用が開始され、東

セピック州マプリック郡でも同様のガイドラインの策定作業が進められている。本調査時点で

は、各州政府によって承認を受けた MF 支援システムガイドラインに従って、MF 普及活動の支

援が実施されている。精米機運営については、中間レビュー時に、維持管理上の問題から、供与

を予定していた精米機 14 台に代えて既存精米所の機能を最大限活用する方針変更がなされ、そ

の結果、マダン州及び東セピック州で選定された郡に設置されたモデル精米所において、精米所

の経営指導、精米機運転保守技術の向上が図られた。また、「精米サービスの管理」と「精米機

の運転マニュアル」が整備されたことから、モデル精米所を通じて、他の精米所への精米機の運

転指導が可能となった。 
マダン州及び東セピック州内で小規模稲作が急速に拡大している要因として、MF を通じた農

民から農民への普及活動（FTFEA）システムの適用と、それに対する行政支援体制の整備があ

るが、加えて木製の手動籾摺り機（キセル）の導入の効果が大きい。地方政府（州と郡）は、有

能な MF と契約して種子生産及び買い取りを行い、小規模農家に配布するためのガイドラインを

作成した。2006 年 5 月時点では、8 人のモデル農家によって 114 人の非稲作農家に対し 123 ㎏の

種子が配布され、2007 年には、州政府予算を用いてマダン州では 245.5kg、マプリック郡では

300kg の種子の配布が行われた。その他の指標については、大半の項目が既に達成されており、

一部は当初協力期間内に達成される見込みである。また、当初計画では、対象地域をモロベ州、

マダン州及び東セピック州の 3 州としていたが、中間レビュー時に「成果を図る対象地域」とい

う考え方が導入され、マダン州及び東セピック州マプリック郡とした。また、PDM の本成果に

関する新指標は、第 5 回 JCC（2006 年 12 月開催）において合意された。 
 
＜成果３＞「モデル農家アプローチの政策実施及び普及に関する NDAL の能力強化」 

本成果の指標は部分的に達成されている。 
稲作普及課（REU）が食糧安全保障局（FSB）の下に創設され、5 名のスタッフが配置されて

いる。REU は、マダン州及び東セピック州で実施されている｢MF アプローチによる持続的自給

小規模稲作振興策｣を他州に普及させるためのガイドライン及びマニュアル､主要コンポーネン

ト紹介ビデオなどの作成を進めている。また、REU は、小規模稲作農家支援のための 7 種類の

ガイドライン、マニュアル等の作成中であり、2008 年 8 月までには完成予定である。2007 年度 
予算は 4 万 69 キナ、2008 年度予算は 6 万 8,000 キナにとどまっており、目標の 20 万キナには
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及ばない。従来の NDAL に対するプロジェクト予算は、国家計画モニタリング省（DNPM）に

対する公共投資プログラム（PIP）予算の申請の手続きを経ていたが、国家農業開発計画（NADP）
については、予算は中央官庁経由でなく、州政府と郡政府に直接配布されている。 

なお、2007 年 8 月に REU が設置されたことを受け、活動３の指標並びに計画が JCC により承

認された。 
 

＜プロジェクト目標＞「モデル農家支援システムの開発適用」 
MF 普及活動に対する研修・モニタリングが持続的に実施されており、農家間での稲作技術普

及が展開されていることにかんがみ、本プロジェクトで確立された支援システムは、対象州にお

いて積極的に適用されている。具体的には、自給用に稲作を行っている小規模農家の数は、マダ

ン州マダン郡で 451 農家、マダン州スンカール郡で 255 農家、東セピック州マプリック郡では

780 農家に達しており、指標値（マダン州 580 農家、東セピック州 400 農家）を達成している。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性：高い 

国家食糧安全保障プログラムと国内稲作開発政策、NADP 等のパプアニューギニアの政策

と合致していること、及び JICA 国別事業実施計画に沿って実施していることから妥当性は

確保されている。また、ターゲットグループである現地農民の米食に対する需要は高いこと

から、現地のニーズとの整合性は保たれている。また、MF を通じた MF アプローチは、パ

プアニューギニアの社会的背景にも適合した普及方法であり、このアプローチの採用は極め

て適切であった。 
 

（２）有効性：高い 
プロジェクト目標の指標は本調査時点では達成されており、成果の大半が達成されてい

る。プロジェクト成果における一番の懸念は、プロジェクトで確立された MF と FTFEA シ

ステムの他州への展開に関し、REU は事前準備を整えつつあるものの、NDAL のプロジェ

クト予算の確保が不透明な点である。特に、パプアニューギニアの相互扶助が強いコミュニ

ティ及び国民性に適した MF アプローチ及び手動籾摺り機等の簡易な機材の導入が有効で

あった。 
 

（３）効率性：高い 
投入は適切に行われ、対象地域における MF の育成及び MF を通じた稲作普及が進展して

おり、投入コストに見合った成果が得られている。また、適宜、PDM 及び活動計画（PO）

の見直しを行っているため、過大な投入はみられない。小規模稲作振興のための中央政府の

予算措置については取り組むべき課題が残されているものの、稲作サイクルの整理、MF の

育成、MF 農家普及活動支援、さらには REU の創設が行われたことから、本プロジェクト

活動は期待された成果の産出に十分であったと判断する。 
 

（４）インパクト：正・大 
NADP において小規模稲作振興が挙げられおり、本件協力の結果、稲作振興の重要性が認

識され、NADP に反映されたものと考えられる。また、自家消費用小規模稲作を振興したこ

とにより、農家レベルでは家計へのコメ購入の割合が減少し、医療・教育・生活向上へ支出

を割り当てることができたとの意見もあった。さらに、本プロジェクトでは既存の根菜類耕 
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作のなかで、稲作を指導しており、焼畑の拡大を促進するものではないことから環境等への

インパクトも少ないものと考えられる。導入・普及が図られている稲作技術は小規模農家の

営農に適したもので持続性が高く、本件協力で達成された成果及びプロジェクト目標の達成

状況にかんがみると、対象州における食糧安全保障の改善に資すると考えられ、今後の稲作

の普及拡大と相まって、上位目標の達成見込みはある。 
 

（５）持続性：中程度 
＜政策・制度面＞ 

「国家食糧安全保障プログラム（2000～2010 年）」及び「国内稲作開発政策（2004～2014
年）」が策定され、実施されている。2007 年 2 月には「国家農業開発計画（NADP）」が策

定され、小規模稲作振興政策に高い優先度が置かれている。本プロジェクトを通じて導

入・普及を図ってきた、MF を通じた農家間普及の取り組みは、パプアニューギニアの社

会背景に適合したアプローチである。 
 

＜組織・財政面＞ 
FSB の下に REU が創設され、5 名の職員を配置している。今後、REU が展開する予定

の他州への普及に関しては、更なる財政的支援がなされれば高い事業効果が期待できる。

マダン州及び東セピック州では稲作振興のための予算措置が十分になされている。一方

で、REU は上位機関である NDAL の理解不足もあり、予算措置の継続に懸念が残る。 
 

＜技術面＞ 
本プロジェクトを通じて、低投入の稲作サイクルが構築され、稲作農家の増加も図られ

てきた。また、モデル精米所の運営と経営の向上にも取り組んできたことから、精米所オ

ペレーターの精米機の運転技術の向上が図られた一方で、維持管理技術については更なる

指導が必要である。 
 

＜社会面＞ 
小規模農家が稲作に取り組めるよう MF を通じた技術の普及及び精米所の整備が図ら

れており、対象地域においては稲作を開始する小規模農家が増加しつつある。これにより

農村地域の栄養改善及び貧困削減にも資することから、社会面での持続性は確保されるも

のと判断する。 
 

＜総合的持続性＞ 
本プロジェクトは、関連政策の推進の下に、対象地域において導入可能な陸稲による低

投入の小規模稲作を振興しており、本件協力により作成された各種マニュアルやガイドラ

インの活用、普及アプローチの適用により、本事業の継続が期待できる。州レベルでは、

プロジェクト開始以降、順調に稲作振興予算が拡大しており、稲作普及の持続性は期待で

きる。他方、中央レベルでは、REU は設立され、他州（プロジェクト対象外）への展開

について準備を進めているが、継続的かつ十分な予算の確保が重要である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

特になし。 
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（２）実施プロセスに関すること 
１）パプアニューギニアの社会構造に適合した小規模稲作普及システムの開発・確立 

パプアニューギニアの伝統的な土地制度と営農技術を踏まえて、お金をかけないで誰で

も取り組める陸稲栽培技術の普及に努めた。しかしながら、政府（中央、州、郡）の普及

体制に係る行政能力が弱く、また中央政府の予算配分が不透明で事業の企画ができない状

況であるため、本プロジェクトでは MF を育成し、農民から農民への普及という MF アプ

ローチを採用した。MF を育成し、農民から農民への普及という MF アプローチは、パプ

アニューギニア独特の相互扶助が強い社会で、MF の献身的な活動を促した。 
２）手動籾摺り機（キセル：インドネシア式木臼手動籾摺り機）の紹介 

キセルと呼ばれる、現地で入手可能な材料で製作できる手動籾摺り機を導入したこと

で、公営・民間精米所から遠く離れた地域における小規模農家は精米を手動で容易に行う

ことができることとなり、対象とする小規模農家を通じた稲作振興に貢献した。 
３）MF 再研修（ブラッシュアップ研修） 

対象州のうちマダン州では、自発的な企画・実施によって MF に対し再研修が行われ、

MF の意識向上につながっている。本プロジェクト終了前までに、東セピック州において

も実施する計画である。 
４）技術交流（国内視察旅行） 

国内交流事業により他地域を視察、意見交換を実施することにより、農法の見直し、稲

作に対する生産意欲を高める効果があった。 
５）第三国（インドネシア国）への視察研修 

伝統的にイネを栽培してきたインドネシア国を訪問し、直接見学することで、インパク

トは大きく、MF の意識を高めるうえで有効な活動であった。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

特になし。 
 

（２）実施プロセスに関すること 
州レベルにおいては、プロジェクト開始時より順調に予算も拡大しており、当初協力期間

終了後の持続性は期待できるが、中央政府の予算措置が不透明な状況にある。したがって、

NADP 予算による本プロジェクト活動への支援も含め、DNPM における PIP の確保及び本プ

ロジェクト実施の重要性に係る計画省と NADP の理解を REU の積極的な働きかけを通じて

深めさせることが肝要である。 
 
３－５ 結 論 

本プロジェクトの妥当性、有効性及び効率性は高く、自家消費用小規模稲作の MF を通じた農

家間普及により、稲作を導入した農家の生計向上に寄与した。中央政府の予算措置の不透明性を

除いては持続性も一定水準で確保されていると評価される。本プロジェクトは成功裏に進捗して

おり、PDM に掲げられた指標はその大半が達成されていること、また、中間レビュー調査時に

指摘された事項については、すべて解決しており、本プロジェクトの遂行に大きな影響を及ぼす

問題は生じていないことが確認された。したがって、本プロジェクトは、計画どおり 2008 年 11 
月末をもって終了することが妥当である。 
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３－６ 提 言 
（１）本プロジェクトに対する提言 

１）MF 支援システム 
マダン及び東セピック両州で農家の活動を支援するためのガイドラインが整備されて

いるが、定期的な見直しや両州の意見交換により、農家の意欲をより喚起する制度の検討

を行うべきである。 
２）MF 資格の付与 

MF 養成の活動へのインセンティブを高めるために、一定回数以上の活動を実施し、そ

の成果が顕著だった MF へは国または州から資格を付与することも検討に値する。 
３）ブラッシュアップ研修 

MF の指導力や技術力向上のためのブラッシュアップ研修の必要性が認められ、MF 養

成研修での研修内容を再確認させるための研修を実施すべきである。 
４）MF ネットワークの構築 

一部の MF 間では行われていることであり、活動を通して得られた知見、経験や病害虫

の発生等の情報の共有、さらには普及活動に必要な種子を融通しあうことも可能となる 

ような、MF 間のネットワークを構築すべきである。同ネットワークを通じて共有された

問題点は、行政にフィードバックされ、そのなかから研究機関が取り上げるべきテーマの

発見も期待できる。 
５）NADP との連携による活動予算の確保 

2007 年に閣議の承認を得た NADP でも、小規模農家による自給のためのコメづくりの

推進が掲げられており、NADP との連携による州、郡レベルでの普及活動のための予算確

保に努めるべきである。 
 

（２）実施機関に対する提言（プロジェクト終了後に実施すべき事項） 
１）REU の人員確保と継続した予算確保 

REU は、マダン州、東セピック州以外の州への自給用稲作振興を展開していく方針で

あり、対象となる 3 州を選択するために、全州の関係者に対する説明会を予定している。

今後、州の選択から対象州、郡政府との調整による MF アプローチの導入実施までの一連

の活動を遅滞なく推進するためには、REU の体制強化とスタッフの能力強化が求められ

る。 
２）行政、研究、教育、普及の連携強化 

REU、州政府による計画策定、予算配分及び郡、州政府と MF による普及活動が実施さ

れているが、より効果的かつ効率的なコメづくりをめざし、技術開発を行う研究機関や

MF や行政官の能力技術向上のための訓練を行う教育機関との連携がない。 
パプアニューギニアの農業研究機関である国立農業研究所（NARI）では、食用作物と

してのコメの重要性を強調しており、本プロジェクトの目標と同じ方向性をもっているこ

とが確認できたことから、今後の連携が期待できる。あわせて、本プロジェクトにて協力

を行ってきたハイランド農業大学（Highland Agricultural College）とは、稲作研修等での

連携が望まれる。 
３）若い世代の確保 

州、郡レベルでは行政を含め関係者の年齢が高く、自給用稲作の普及のためには若いス

タッフの雇用を図るとともに、更に次世代の担い手の育成が必要である。若い世代への知

識、技術の提供を図り、そのなかから新たな研究者、行政官や MF が輩出することが期待 
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される。 
４）精米機導入のための体制強化 

本プロジェクトでは機械式精米機の配布は限定的なものにとどめ、人力で対応できるキ

セル（手動籾摺り機）の導入を推奨してきた。多量の米を精米する必要のない小規模農家

にとって、特に、機械式精米機へのアクセスが制限される遠隔地の農家にとってキセルは

十分活用されている。一方で、NADP では今後も精米機の配布が想定されていることから、

その前提として精米機の運転、保守管理、修理等が適正に行われる体制、制度の構築が必

要であることは十分に認識すべきである。 
 
３－７ 教 訓 
（１）パプアニューギニアでは、近年、食生活の変化により若い世代を中心に米食への需要は

急速に拡大しつつあり、輸入代替のための稲作振興が喫緊の課題となっている。その一方で、

遠隔地に居住する、コメの購入が容易でない農家は、最近の米価の高騰により、コメの購入

が家計にとって大きな負担になっている。このように、需要に合致した小規模農家向けの自

給用稲作技術の普及を現地の社会的背景に根ざしたアプローチで進めたことで、稲作普及・

定着とともに、稲作を導入した小規模農家の生計向上を図るに至った。 
 
（２）パプアニューギニア政府が国内に設置した機械精米機の多くが維持管理や修理の問題か

ら利用困難な状況にあり、さらに小規模農家が自家消費用のコメを生産しても、本プロジェ

クトが設置した 2 カ所の精米所までの距離が遠いため精米ができないことが稲作普及の制

約のひとつとなっていた。この問題の解決のため、インドネシアからの第三国専門家を通じ

て、現地で入手可能な材料で製作できる手動籾摺り機「キセル」を導入したことで、公営・

民間精米所から遠く離れた地域の小規模農家は精米を手動で容易に行うことができること

となり、稲作振興に貢献した。このような取り組みは適正技術の導入という観点で有意義で

あり、発展段階が類似した近隣国の好事例の適用は迅速な課題解決に資するものである。 
 
（３）本プロジェクトでは、灌漑施設の整備等を伴う水田方式ではなく、伝統的な根菜類の栽

培サイクルのなかに組み込むことができる陸稲栽培を推奨するとともに、つくった種籾から

の再生産を推進するために農家にも理解しやすい稲作サイクルの概念を導入したことで普

及が促された。また、既存の食用作物栽培サイクルのなかに稲作を組み込んだことで、焼畑

耕作の拡大を招くことなく、自然との共生を実現している。このように粗放的な伝統的農法

の継承、土地利用、文化風習に配慮し、資源をもたない小規模農家にも容易に受入れられる

稲作普及に取り組んできたことで、事業効果の拡大がもたらされた。 
 
（４）コミュニティにおける住民のつながりや相互扶助が強く、外部の者に警戒心をもつパプ

アニューギニア社会において、行政官が指導するのではなく、伝統社会のなかから選定され

た MF を核として普及する方法（MF アプローチ）の適用は、非常に効果的かつ効率的であ

った。 
 

 


